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 次　　第 

	１．開　　会
２．議　　題
○会長・副会長の選出

○前回議事録の承認
○さいたま市地域自立支援協議会の概要

○平成２０年度障害者生活支援センターの実績報告について

○本年度の地域自立支援協議会について

３．閉　　会


 配布資料 

	第１回さいたま市地域自立支援協議会次第

第１回さいたま市地域自立支援協議会座席表

第６回さいたま市地域自立支援協議会議事録（案）
資料１　地域自立支援協議会要綱関係及び委員名簿

資料２　平成２０年度障害者生活支援センター実績報告

資料３　平成２１年度地域自立支援協議会作業部会（案）

資料４　支援方針における各機関の役割（案）

資料５　障害者の居住支援システムの構築に関する研究（案）


出席者（敬称略）
出席委員・・・岡崎委員、齋藤（香）委員、斎藤（な）委員、菅原委員、玉井委員、長岡委員、中村委員、平林委員、増田委員、三石委員、宗澤会長、山本委員
事 務 局・・・障害福祉課長、企画係長、福祉サービス係長、企画係、認定支払係
１　開　会 

（事務局）

○たいへんお待たせいたしました。本日は、皆様たいへんお忙しい中ご出席いただきありがとうございます。私は、障害福祉課企画係の吉野と申します。どうぞよろしくお願いいたします。本日は、さいたま市地域自立支援協議会として初めての協議会でございますので、後ほど会長が選出されるまでの間、私が進行役を務めさせていただきますので、よろしくお願いいたします。まず、今回の委員さんの出席状況ですが、出席委員１２名ですので、さいたま市地域自立支援協議会設置要綱第６条２項の規定により、委員の過半数がご出席されておりますので、本日の会議は成立いたします。次に、お手元の資料の確認をさせていただきたいと存じます。本日お配りした資料といたしましては、第１回『さいたま市地域自立支援協議会』次第、第１回さいたま市地域自立支援協議会座席表、第６回さいたま市地域自立支援協議会議事録、資料１地域自立支援協議会要綱関係及び委員名簿、資料２平成２０年度障害者生活支援センター実績報告、資料３、平成２１年度地域自立支援協議会作業部会（案）、資料４支援方針における各機関の役割（案）、資料５障害者の居住支援システムの構築に関する研究（案）の以上８点でございますが、よろしいでしょうか。ここで１点、委員の皆様の御了解を得る必要がございます。それは、委員名簿の公表でございます。本協議会は「さいたま市審議会等の会議の公開に関する指針」により原則公開となっております。今回より議事録も作成し、公開となります。各区役所の情報公開コーナーにおいて、市民の閲覧に供することとなりますので、会議資料につきましても会議録に添付して公表したいと考えております。お手元の資料１の１０ページをご覧ください。名簿の中には、氏名のほかに所属や役職の記載がございます。これにつきましては、個人の職業や活動に関する情報でありますので、内容に誤りがないかご確認をいただくとともに、この場で皆様のご了解を得たうえで公表したいと存じます。なお、会議に先立ちまして、会議の公開についてお断りを申しあげます。本協議会につきましては、「さいたま市審議会等の会議の公開に関する指針」によりまして原則公開することと規定されております。つきましては、本日、傍聴を希望する方３名がこの会場にお越しでございますので、傍聴を許可するとの御了解をお願いいたします。それでは、ただ今より「第１回さいたま市地域自立支援協議会」を開会させていただきます。開会に当たりまして、岡村障害福祉課長より挨拶を申し上げます。
（岡村障害福祉課長）

○皆様、こんにちは。障害福祉課長の岡村でございます。どうぞよろしくお願いいたします。開会にあたりまして、一言ご挨拶をさせていただきます。本日は、皆様大変お忙しい中をご出席いただきまして誠にありがとうございます。また、このたび、地域自立支援協議会の委員を快くお引き受けいただきましたことに対しまして、改めて感謝を申し上げる次第でございます。さて、本市の地域自立支援協議会は、平成１９年度に設置し、障害者自立支援法の規定に基づき、障害のある方が地域において自立した日常生活や社会生活が営むことができるように、関係機関の幅広いご参加をいただき、相談支援の充実をはじめ、様々なシステムづくりについてご協議をお願いするものでございます。今年度は、新たな委員の皆様の御参加もいただき、第２期のスタートとなるわけでございます。昨年度、策定いたしました「障害者総合支援計画」の重点施策として、グループホーム等の住まいの確保、また、コーディネートの中核となる相談支援体制の整備など、これからの３年間に取り組むべき内容を定めたところです。この計画を着実に実施していくためにも、この地域自立支援協議会の役割は、その重要性を大きく増しているところでございます。皆様には、今後２年間にわたり地域の抱える課題の解決や、社会資源の開発について、忌憚のない貴重な御意見をお願いしたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。結びに、委員の皆様のますますのご健勝でのご活躍を祈念いたしまして、簡単ではございますが挨拶とさせていただきます。
（事務局）
○それでは、本日第一回の協議会に当たり、引き続きの方もいらっしゃいますが、改めて自己紹介をお願いいたします。続きまして、事務局職員の自己紹介させていただきます。以上を持ちまして、委員並びに事務局の紹介を終わらせていただきます。本日は第１回の協議会ということで、会長が選出されておりませんので、「さいたま市地域自立協議会設置要綱」第５条第１項の規定によりまして、「協議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。」と規定されておりますので、どなたかにご推薦がございましたら、挙手をしてご指名いただきたいと思います。

（三石委員）

○私は、昨年度に引き続き、これまでの経緯をよくご存知の宗澤先生にお願いをしてはどうかと思いますがいかがでしょうか。
（事務局）

○ただいま三石委員から会長に宗澤委員をというご発言がございましたが、委員の皆様いかがでございましょうか。
～　「異議なし」の声　～
（事務局）
○ありがとうございます。それでは、本協議会の会長は宗澤委員にお願いをすることといたしたいと思います。宗澤委員、どうぞよろしくお願いいたします。恐れ入りますが、宗澤委員に議長席のほうにお移りいただき、会長就任のご挨拶を頂戴したいと思います。

（宗澤会長）
○あらためまして、埼玉大学の宗澤でございます。会長職を推薦によりまして、つとめさせていただければと思います。どうかよろしくお願いいたします。地域自立支援協議会の設置要綱の第1条にありますとおり、目的といいますか、設置の趣旨は、具体的に障害のある人の地域生活に資するシステムをどのように作っていくのかということを協議するところであると理解しております。これまで、さいたま市では施策推進協議会の議論も併せまして、自立支援法の下での地域生活支援の大枠につきましてはかなり整理して取り組んできたかと思いますが、先ほど課長の御挨拶にもありましたとおり、例えば、地域生活移行を進めていく場合に、どのようにしてグループホームを設置していくのか、設置した後の居住サポートをどのように実りあるものにしていくのか、そのような施策の具体化がこれから問われているという、そういう局面でのこの期の自立支援協議会の役割があると考えております。この協議会に委員として集まっていただいた皆様方のそれぞれのお立場、それぞれの専門性や蓄積を存分に生かしていただいて、障害のある人に資する地域生活の支援システムというものを具体化していくための協議に御協力賜りたいとお願い申し上げて、私の御挨拶とさせていただきます。
（事務局）
○ありがとうございました。それでは、以後の議事進行につきましては宗澤会長にお願いをいたします。よろしくお願いします。
（宗澤会長）

○それでは、会長職務代理者の指定でございます。「さいたま市地域自立支援協議会設置要綱」第５条第３項に「会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理する。」と規定されています。僭越ではございますが、私のほうから職務代理者を指名させていただきたいと思います。それでは、昨年度に引き続き、障害福祉サービス事業者を代表して斎藤委員を職務代理者にお願いしたいと思います。斎藤（な）委員よろしいでしょうか。

─　斎藤（な）委員了承。

２　議　題 

○前回の議事録の承認
（宗澤会長）

○それでは、前回の「第６回さいたま市地域自立支援協議会議事録（案）」につきまして、協議会としての承認を求められています。これにつきましては、先月下旬に本日の協議会の開催通知と合わせまして、事前に事務局よりお送りいただいております。特に修正等のご意見がなければ、議事録については承認することといたしますが、いかがでしょうか。
○地域自立支援協議会の概要
（宗澤会長）
○では、議題の２番目「地域自立支援協議会の概要」について、事務局から説明をお願いします。

（事務局）

○それでは、お手元の資料１「地域自立支援協議会要綱関係及び委員名簿」をご覧ください。この「地域自立支援協議会」についての説明につきましては、今回始めてお聞きする委員もいらっしゃいますので、今一度確認の意味も含めまして、簡単に説明をさせていただきます。まず、この「さいたま市地域自立支援協議会」についてですが、市町村が、相談支援事業をはじめとする地域の障害福祉に関するシステムづくりに関し、中核的な役割を果たす協議の場として設置するものでございまして、お手元の資料３ページになりますが、国の地域生活支援事業実施要綱に「市町村地域生活支援事業」としていくつかあげている事業のアの「相談支援事業」に位置づけられているもので、必須事業とされているものでございます。資料の８ページには、「地域自立支援協議会」の構成メンバーや主な機能が例示としてあげられております。本市の地域自立支援協議会の構成メンバーにつきましては、基本的にはこちらを参考にしております。なお、本市の地域自立支援協議会の定員につきましては、本年度新たに１０名から１２名に増員いたしました。障害者施策においては関係する機関が多岐にわたりますので、新たに精神保健分野から保健所の精神保健課を、また、地域移行を進める上で、入所施設からの意見が適切に反映できるよう、今までの定員ではカバーし切れていない分野から、委員をお招きすることにいたしました。さて、これまでの具体的な取り組みについてですが、平成１９年４月に設置して以来、現在に至るまで、６回の協議会を開催いたしました。その具体的な取り組み状況といたしましては、障害者支援に関する課題ごとに作業部会を設けて検討を進め、平成１９年度は各区の障害者生活支援センターで行っていた各実務形式の整理と相談支援能力の向上のために処遇困難事例を題材とした研修を行いました。これにより、各区の障害者生活支援センターでそれぞれ使用していた相談台帳などの記録シート、相談受付表などの支援に関する基本的な様式を、全区共通のものに統一し、運用を開始しているところでございます。また、平成２０年度は、「地域移行に関する支援方法」の検討及び各区の支援課と障害者生活センター等が各関係機関を交えて個々の事例を検討し支援内容を決定する「サービス調整会議のあり方」について議論を進め、それぞれ今後の方策をまとめたところでございます。こちらにつきましては、障害者施策推進協議会にも報告され、３月に策定した「さいたま市障害者総合支援計画」にその報告内容を反映いたしました。なお、今後につきましては、後ほど議題の中でお話させていただければと存じます。以上、簡単ではございますが、当協議会の説明とさせていただきます。なお、本年度は年３回の開催を予定しております。相談支援事業を中心としたさまざまな課題について時宜を得た適切なご意見をいただき、地域における相談支援体制の充実はもとより、障害福祉施策の各課題の解決に繋がればと考えておりますので、今回委嘱をさせていただきます皆様方におかれましては、今後二年間に渡ってさいたま市の障害者福祉の発展のために特段のお力添えを賜りますようお願い申し上げます。

（宗澤会長）
○これまでの経緯の説明だったように思うので、質問が無ければ次の議題に移らせていただきたい。
○平成２０年度障害者生活支援センターの実績報告について
（事務局）

○それでは、障害者生活支援センターの実績報告について説明差し上げます。資料の２をご覧ください。こちらに各区の障害者生活支援センターの集計を載せております。概略を申し上げますと、平成２０年度における相談者は全体で３，０５７人となっております。なお、桜区のみ延べ人数での集計となっておりますので、相談者数が最多となっております。相談者の内訳といたしましては、その下のグラフにありますが、年齢別では４０歳から６４歳の中高年層が３７％となっており、以下、３０歳から３９歳の層となっております。逆に６５歳以上は３％と最も少数となっております。次のページをご覧ください。こちらは支援件数を集計したものになります。平成２０年度における支援件数は５万６，７５１人となっております。相談件数といたしましては、岩槻区が７，８９２件と最多となっております。支援件数の内訳ですが、支援の方法につきましては、電話相談が４９％と半数を占めております。次に関係機関との調整を実施した件数が２３％となっております。関係機関への同行については３％です。実際に利用者がいる場に出向いた「訪問」については７％となっております。次に、支援内容の内訳ですが、福祉サービスの利用等に関する支援が２２％と最多となっており、不安や孤独感の軽減を目的とした傾聴が２１％と続いております。最後に参考という形で最終ページに延べ人数ベースで相談者の推移を記しておりますが、１９年度から３８％の増、１８年度から比べますと１．５倍以上、５８％の伸びとなっております。今後、相談体制の充実に向け、推移を注意深く見守ってまいりたいと考えております。　また、その下にあります、サービス調整会議の開催件数も増加しており、重要性や必要性の認識が浸透しつつあるのではないかと考えております。以上、平成２０年度障害者生活支援センターの実績報告とさせていただきます。

（宗澤会長）

○桜区のカウントの仕方が延べ人数となっており、厳密に言えば、性質の異なる数字を並べて合算しているが、データとしては問題があると考える。今後は実人数にそろえるようにするのかどうか。また、障害種別については重複してカウントすることが可能となっているが、こちらは徹底することはしないのか。行政のデータとしては少しまずいのではないか。

（事務局）

○こちらの統計に関して、平成２０年度から厚生労働省の福祉行政報告例の様式が変更されたという経緯があり、実人数で報告することとなり、当然全障害者生活支援センターに通知させていただいている。その中で桜区のみ延べ人数で報告するということがあった。参考のところに延べ人数ベースでの比較を載せさせているので、こちらで確認をお願いしたい。また、障害種別のカウントの仕方についても、福祉行政報告例の統計の取り方に沿ったものである。
（宗澤会長）
○基礎的なデータになるものであるから、数字が多義的に解釈されないような合理的な対処をお願いしたい。

○本年度の地域自立支援協議会について
（事務局）

○昨年度、当協議会において、主に、サービス調整会議及び地域移行について議論してきたところでございますが、サービス調整会議に関するヒアリング等では、主に従事者の仕事のあり方を含め、各機関の役割について明確にするという形で議論が収斂されたものと考えております。また、地域生活移行については、受け皿としてのグループホーム等の整備など、地域生活を送る上で社会基盤の整備が必要という結論に達したものと考えております。これらの課題というものは、当然ながら、当協議会の報告を受け、本年策定された障害者総合支援計画にも盛り込まれており、市全体の課題と捕らえております。従いまして、事務局といたしましても、本年度、当協議会が重点的に取り組むべきテーマとして、作業部会を立ち上げ、課題の解決に向け取り組んでまいりたいとのことで、提案させていただくものでございます。それでは、資料３の平成２１年度地域自立支援協議会作業部会（案）をご覧ください。１つ目の課題となっている、従事者の仕事のあり方を含め、各機関の役割について明確にするという部分については、支援指針を作成し活用することでその解決を図ってまいりたいと考え、支援指針作成部会を設置したいと考えております。　この作業部会においては、生活支援センターや支援課を含め、各関係機関の職員にも参加いただき、本年中に支援指針を作成したいと考えております。もう１つの課題となっているグループホーム等、地域生活移行の受け皿の整備についてですが、こちらは埼玉大学と共同で調査研究を行う居住支援システム研究部会を設置したいと考えております。この研究は、厚生労働省の障害者自立支援調査研究プロジェクトとしての採択をもとめているところで、６月の上旬に内示が予定されております。万が一採択されない場合につきましても、作業部会及び研究につきましては、実施してまいります。各作業部会の詳細ですが、資料の４をご覧ください。こちらに支援方針における各機関の役割について案として示させていただきました。わかりづらいところもあるかとは存じますが、ポイントとしては、支援センターの基本的なスタンスを一番障害者に身近な立場と規定し、障害者の立場で行政とやり取りとするというような機関にしたいと考えております。さらにコーディネートや平時の定期的な訪問による見守りなどを担うという機能を持たせたいと考えております。そして、市の組織においては支援課が各機関の取りまとめとしての機能を持たせたいと考えております。行政サイドの調整は支援課が行うということを基本的なスタンスとして、児童相談所など他の機関に主導してもらいたいときにはサービス調整会議を必ず実施し、支援の実施主体を明確にするということを規定したいと考えております。チームで対応する場合にも実施主体が責任を持って支援に当たるということも明確に定めたいと考えております。資料４の裏面ですが、支援指針の冊子としての設計図に当たる台割を案として示させていただいております。原案では総論、業務の流れ、障害福祉関係のネットワーク、さいたま市の事業といった４章を立てております。第１章においては基本的な従事者の意識やケースワークの意義などを内容としたいと考えております。第２章では業務の流れ、トラブルの多いインテーク時の注意事項や事例を含めた内容としたいと考えております。第３章では、これもトラブル発生や実施責任が不明確になりがちな各機関とのつなぎ方などを事例を含め記述し、支援者がネットワークを駆使し、効果的な支援を行えるような手立てを示すものとしたいと考えております。第４章では、これまで支援者によって知識に大きな差が出がちな市の単独事業を中心に説明し、法定サービスを補完する市の事業の概要や運用の方法を示すものとしたいと考えております。また、ネットワークを完成させるためには、ケースの情報の共有化が必要となりますので、例えば、さいたま市内共通のアセスメントシートを普及させ、各機関が円滑に支援できるような、そういったソフト面の体制整備をこの支援指針により図ってまいりたいと考えております。最後に資料５の障害者居住支援システムの構築に関する研究についてですが、最終的な目標としては、地域移行目標を具現化する政策の立案及び実施を目指すものとなります。同時に省令等の基準で改変が必要なものや補助制度の創設が望まれるものについては、国に対し提言を行っていく内容のものとしたいと考えております。まだ、国から障害者自立支援調査研究プロジェクトとして採択されておりませんが、事業スケジュールとしては国からの内示後、直ちに研究に着手し、本年度中に報告書をまとめたいと考えております。本年度の地域自立支援協議会作業部会（案）の説明については、以上でございます。
（平林委員）
○本日、この協議会に出席し、思いつきになってしまうが、ひとつは支援計画の中に所得の問題がどのように位置づけられているのかという点、就労を含めてどのように位置づけられているのかという点と、私どもの会の課題になっているのは、将来展望を見たときに居住支援システムを作るということはあると思うが、家族の間に何かが起こったとき、たとえば、自営の父親が体調を崩し、母親が働きに出なければならない状況となり、障害者本人を市内のグループホームに預けるという形になったが、まだ完全にグループホームにお願いするという決心はつかないという状況で、グループホームにしても正式に入居という形になっておらず、利用者として登録できないため、スタッフが輪番で泊り込みでお世話しているということになっている。はたして、そういうことでいいのかという話がある。そういった、いざというときにショートステイが身近なところで利用できないであるとか、あるいはすぐには利用できないとか、そういったときにどういうシステムが必要なのか、自分たちでもまだわからないが、問題として認識している。また、二人の障害児を抱えているケースで、母親が２ヶ月ほど入院しなくてはならないとなったときに、その間、一人は何とか自分でできるが、もう一人は重度の知的障害でどこかショートステイで面倒を見てもらわなければならない。しかし、できるだけ今通っている通所施設の生活リズムを変えたくないと考えているが、その場合のシステムが今の場合無理であり、できれば自宅で、２ヶ月ほど市内のショートステイに面倒見てもらって施設に通いたいという希望があったときなど、家族に何かあったときに、まだまだ今のシステムの中に問題があると考えており、この地域自立支援協議会においても課題としていただきたいと考え、発言させていただいた。
（事務局）

○こちらのケースについて、支援課であるとか障害者生活支援センター等が関わっているのか。

（平林委員）

○支援課にはお話させていただいている。

（事務局）

○おっしゃられた内容については非常に重要な課題と認識している。ただ、この件については、本年度取り上げていくという形にはなりにくいと思われる。また、個別に相談もしくは別の機会に取り上げさせていただきたい。

（宗澤会長）

○まだまだ地域に不十分な課題と言うはあると思う。それをできる限り克服していくための地域支援システムを作っていくのはこの地域自立支援協議会の課題としていくべきものである。ただ、個別に対応していくというは難しいので、ケースバイケースとはいえ、市内のすべての区において関係機関が協力をしてネットワークを組んで、どういう手順で個別のケースについての困難を乗り越えていくかということについては、イメージもばらばらであるし、各区においても違いが出てきてしまっている。それを支援指針つまり支援のためのガイドライン、資料４にあるようなものをイメージして、このようなものを市内全域において共通の手順やイメージで実務を進めていけるようにガイドライン作りを進めていくのが支援指針作成部会の課題として御提案いただいたものと考えている。資料４のほうはひとつの案でして、特に台割り案に執筆者会長と突然書かれておりますが、こういうことを含めまして案でございますので、このようなガイドライン作りを関係機関の皆さんで作っていくということでありますので、困った方に対してもこの中で取り組んでいくものと考えている。
（斎藤委員）

○昨年の自立支援協議会で、各区支援課、障害者生活支援センターのヒアリングを通して、その中でいくつか具体的な事例を含めて議論があったと思う。やはり現実の困難事例を通してフィードバックすることが重要だと考えているので、この支援指針を作っていくということが机上のものになっては困るので、そこの視点をしっかり置いておくことが必要だという印象を持っている。昨年度実情を聞かせていただいた中で、実際の具体的な限定した支援、サービス調整会議のあり方など、まだまだ差が激しいと思うので、そこを支援指針だけで埋めていくということが、短絡的な捉え方になってしまうと、逆に危険というか、変な役割意識が先行してしまうのではと危惧されるので、改めてこれまで積み上げてきた議論をベースに検討していくということと、検討過程において実例を用いた作業も必要ではないか。また、部会の構成であるが、コーディネーター連絡会と支援課と書いてあるが、支援課についても１０区の支援課も共同して決めるような作業プロセスが必要ではないか。
（宗澤会長）

○この支援指針の作成の過程で、広範囲な機関の相互理解が進み、ネットワークに必要な注意点というか、実例や教訓に基づいて作られるかどうか、そういったものを生かしたガイドラインにしていく必要がある。そういう意味では机上の空論ではなく、実務に資する内容を確保していくのかということがこの部会の重要な点である。したがって、生活支援センターのみならずできる限り広範囲の支援課の職員や、今期から自立支援協議会には保健所からも委員が出ていただいているので、これは退院支援等においても非常に大事な機関として位置づいているところでもあるので、でき得る限り広範囲な機関の知恵と教訓を生かした支援指針を作るということは、先ずここで確認しておきたい。
（増田委員）

○昨年度の議論の中から、各区のばらつきやサービス調整会議や事例との向き合い方に差異があるのでガイドラインを作ろうというところまで来たと認識している。ただ、その前段において、研修事例あるいは困難事例を学んでいくという、システムとそれを動かしていく人の養成という視点があったと思う。コーディネーター連絡会のほうは研修事例の積み上げをしているという認識はあるが、支援課のほうは研修事例についてはどうなっているのか。ガイドラインと事例を通して学ぶということが無いと、相談支援者としての力量の形成というのは難しいと思っているので、支援課で研修事例をどのように扱っているのか教えていただきたい。また、たとえば支援課に行くのと保健センターに行くのでは、精神の方は保健センターに行くことが多いと思いますが、こういうものを作るのであれば、どこにいったらいい支援が受けられるというのは改善できると思われるので、保健センターも是非入れていただきたいと思っている。
（齋藤（香）委員）

○昨年まで出席をしていないので、どのような経過があったのかということは存じ上げていないが、先ほどの平林委員のお話しで、家族が困ってらっしゃるということであるが、推進協のほうでも家族支援をどう取り上げるかという話があった。相談機関の課題がある。いまの障害者が生活をしていく市の機関は、精神だけでも障害者生活支援センターさんだけではなく、こころの健康センター、保健センターなど多くの機関がある。各機関全体でどのように関わっているのかというところを見た上で、どのように支援していくのかという視点も必要だと思っている。支援指針の作成の中で事例の積み重ねという話もあったが、市民が困っている状況というのは、支援センターからの視点のみではなく、精神障害の支援施策はまだ不足している状況にもあり、医療機関から退院するときに地域の相談支援機関にどうつなぐかということも地域移行のときに課題となっている。広範な支援機関が支援指針を作成するに当たり、地域に潜在している、自ら相談に出向けない市民の方に対しどのような支援が必要か平行して考え、支援指針に盛り込むべきと考える。
（宗澤会長）

○相談に関わる広範囲な機関がガイドラインを作っていくプロセスで知恵を集めていくことが大事である、もうひとつは、まだ地域に埋もれているような、そういう人たちの声を相談につなげていくために資するような相談支援のガイドラインの内容作りが問われているという御指摘ではなかったかと思う。そういった視点も持ちつつ、作成を進めていければと考えている。非常に貴重な御指摘をいただいた上で、今ここは乗り越えないと、と思うのは、障害者生活支援センターと支援課の関係を調整しようとというのがひとつある。したがって、作成していくプロセスの中で、まずは支援課と支援センターのコーディネーターがイメージの食い違いや事例に関するこれまでの捉え方の違いを乗り越え、共通認識にしていくという課題があった。その上で、今のさいたま市の実態から言って精神にかかわっては、こころの健康センターや医療機関等を含めた支援システムを充実させるための指針の内容であり、もっと言えば特別支援学校から卒業して行く巣立っていく子供から青年に向かっての自立を支援する。そういったときに必要とされる複数の機関の連携のあり方というものが共通理解としてもっていけるような、そういう支援指針を作成していくということが確認されたと考えている。学校から支援センターにということであれば何を踏まえればいいのか、支援センターから保健所にというときであれば、何に注意すればうまくつながるのかというところに踏み込んだものを作らなくてはならない。ネットワークを改善してケースの自立支援につなげていくということに、なかなかならない難しさを作成のプロセスを通じて一歩一歩乗り越えていくということが作成の意義だと考えている。
（長岡委員）

○今のお話を伺って、せっかく作った支援指針をどう現場で、各機関で、実際の場で活用するというのがひとつと、演習などの研修形式などが考えられるが、国の定める相談支援従事者の養成研修とここに出てくる指針の整合性をどのように取っていくのか。相談支援従事者養成研修とこの作業と関連して、さいたま市としての養成研修の今後の方針のようなものはあるのかどうか。事業者の立場でサービス管理責任者の研修というものが非常に大きな負担となっており、県では二つの研修の整合性が取れてない。この指針はそういった研修と関連するものと考えてよいのか。
（宗澤会長）

○さいたま市のこれまでの教訓と地域の実情に即した支援指針を作っていくもので、国の相談支援従事者養成研修の内容はひとつの大きなバックグランドであり、さいたま市の歴史と実情に基づいて指針を作っていくものである。将来的には相談に関わる職員研修に当然内容的には反映していくもので、また、支援指針そのものの更なる発展にフィードバックさせていくものと基本的には考えている。ただ、平成２１年度というところで支援指針の作成ということを中心に精力的に関係者の協力を得てつくって行こうという提案ですので、御理解いただければと思います。ところで、部会の構成としては今後のタイムテーブルとしてはどのようにお考えか。
（事務局）

○作業部会自体は従前どおり全員参加を考えている。部会の下に関係機関の会議を設置させていただければと考えている。ただ、部会の準備のための打ち合わせなどについては、深く関わっていただける委員の方に関してはこちらから連絡をさせていただければと考えている。
（宗澤会長）
○それでは、支援指針作成部会については、これまでの議論を踏まえ、市内の主要な障害のある人に関わる支援に関する広範な機関の方に参画できるようにすること、そこに具体的な事例、教訓を活かした内容にしていくということ、当然プロセスにおいては研修事例や困難事例の理解や捉え方についても認識を共有化していくプロセス、そのような作業ができるような進め方をするためのメンバーと実務を考えるということを確認させていただきたい。
（斎藤委員）

○この２年間の積み上げた内容からするとサービス調整会議の位置づけ方が区によってまだまだ違っている。そして、呼びかけても参加しないということや、参加しても何でいるのかということが共通項になっていないということが、いろんな相談機関のストレスになっているということもありますので、今の会長の整理をベースにしながらもコアの部分に照準を合わせていかないとあれもこれもということになるので、バランスをとるようにしていただきたい。
（宗澤会長）

○資料３の支援指針作成部会の下にコーディネーター連絡会と支援課というところがメインになってというイメージが書かれており、今の斎藤委員の御発言の趣旨としてはこれを中心にしながらということなので、全区の支援課の御協力を賜りながら進めていけるようお願いしたい。それでは次の居住支援システムの研究部会について御意見を伺うこととしたい。
（齋藤（香）委員）

○単純な質問だが、一般の賃貸住宅の居住確保についても対象となるのか。

（宗澤会長）

○もちろん対象である。場合によっては身体障害者の方のグループホームというのも検討されているので、ここでは障害種別のすべてを包括したものを考えている。

（増田委員）

○そういう意味では資料５の人数に精神科病院からの人数も加えていただきたい。

（事務局）

○そちらの数字は、合算した数字である。

（齋藤（香）委員）

○政策的にというところでは資源の確保ということが先ず第一に優先されるということになると思うが、精神障害などでは地域移行以外の部分でも住まいの確保が難しいところがある。グループホームや施設ではないという枠組みで、住まいがどのように確保できるかというところも含めていただきたい。

（宗澤会長）

○指摘のところは重要だと考えている。したがって、部会の名前も「居住支援システム」としており、施設などに限定したものではない。しかし、グループホームはメインの社会資源として考えていかなくてはならない施策の課題があり、ここが今の制度で行くと暗礁に乗り上げているというか乗り上げやすい部分であり、難しいところであるので、ここがひとつのコアになっているところである。ただ、趣旨としては、グループホームに限ってはいない。

（斎藤委員）

○この居住支援システムの構築について、冒頭から説明があったとおり、障害者総合支援計画の重点施策として位置づけられたので、今年度新たに施策推進協議会でも関心とニーズが高い部分であると思うので、自立支援協議会ベースで作業していくとしても、施策推進協議会の中でも当事者、関係者等の話を聞いて中身を深めていくというプロセスが必要ではないかと思う。地域移行の課題ではあるが、実際に知的障害者の入所の数字でいうと移行した数よりも入所する数のほうが多いという現状がある。何故そうなのかというところも併せて資源のあり方、支援のあり方に対し問題意識を持っておかないと、計画の期間を使っても数字の上ではいたちごっこになってしまうと思う。できるだけ地域で暮らすという夢を持つ人は多いと思うが、グループホームに対する捉え方も機関によってまちまちであり、どうも自立支援法の枠の中では障害の重い人は入所が当然で、ある程度自立できる人はグループホームがふさわしいというようなグループホーム制度ができる以前に戻ったような印象で、支援が行われているという時代が逆行したような感じを持っている。これを検討するときは基本的には本人がどうしたいかが前提であり、そのためにどうやったら地域で暮らしていくことができるのかということが大前提であるということだけは確認させていただきたい。
（宗澤会長）

○自立支援法施行以降、グループホームの役割であるとか位置づけが逆に拡散してしまった。例えば居住サポート事業でいえば北九州市が力を入れていて、そこの受託者は知的障害に関わる育成会が行っているが、知的障害に係るものではなく、退院支援からつながってくる精神障害のグループホームだけが増えているというような実態があったり、それぞれの地域で、こう社会資源の配置をしたほうがいいというようにはなかなか動いていないという実態がある。つまり、今のいろんな拡散したグループホームや住まいをめぐる事態をあらためて整理をして、地域の障害のある方の実情やお気持ちに則した居住支援、あるいは居住のあり方というものを一度整理し直して考える必要があるということで、厚生労働省に対しても研究補助金を申請し、さいたま市としての施策のあり方に直結する、居住支援システムの構築を目指した具体的な研究結果の提示をできるような作業にしたいと考えている。
（増田委員）

○齋藤（香）委員にも指摘いただいたが、今の長期入院は国の制度の家族依存システムに原因にあり、メインは入所、入院している方であるが、実は長期入院予備軍というのが地域に大勢いらして、その方たちに適切な支援が届かなければ長期入院は再生産されるということが危惧されている。この年度の中にこれ以上詰め込むのは難しいと認識しているが、知的障害の方も高齢になってもかなりの率で家族と同居されている。今の入所の問題と、入院の問題は、家族の介護負担の状況であるとか、家族が疲弊して虐待が起こるなどを視野に入れて研究を進めていってもらいたい。

（宗澤会長）

○住まいのあり方については、今御指摘いただいたような問題、今施設に入所入院している方たちだけではなくて、御家族から自立する、御家族の負担を軽減する、こういうことも含めた自立生活の保障という観点から障害のある人の住まいを考えるということは重要である。その前に、グループホームや居住の問題は一挙には進められない、段階的に進めていかなくてはならないと考えている。御期待の向きはわかるがどこまでいけるかということはわからないが要望は承ったということとしたい。
　
３　閉　会

（宗澤会長）

○新たな委員の皆様も率直に意見をいただければと思っている。以上を持って、第１回の地域自立支援協議会を閉会する。
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